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１．研究の目的と課題構成

現在，農村地域では，農家の兼業化，混住化，高齢化等に伴う地域活力の低下，資源管

理の粗放化等が顕在化している。他方で，農村地域が有する，特有の文化を育む場，自然

と触れあう休養空間としての公益的機能の発揮への期待が高まり，地域資源の多面的機能

を高度に発揮させて，農村経済の活性化と資源の適切な管理を導く農村振興方策の展開が

求められている。

このため，自然科学・社会科学分野の試験研究機関が共同し，地域資源を高度に利活用

する技術開発，地域資源の多面的機能の総合的評価手法の開発，農村空間を活用した地域

活性化手法の開発や農村活力の指標化とその動向分析等に関する研究を行う。

本研究は，連携開発研究「中山間地域における地域資源の活用に関する総合研究」（注）

（平成 9 ～ 14 年度，主査：農業研究センター）を平成 11 年度に組み替えたものである。

13 年度からは，試験研究機関の独立行政法人化に伴い，参加 5 研究機関ごとに研究代表

者を置き，全体のとりまとめを（独法）農業工学研究所が行う推進体制となった。

研究の内容は，「Ⅰ．地域資源の評価手法の開発」「Ⅱ．地域資源の多面的機能高度化の

ための整備・管理手法および利用システムの開発」「Ⅲ．地域資源活用を考慮した活性化

方策の策定支援システムの開発」の三つの系から成り，それぞれ大課題・中課題が配置さ

れ，30 の小課題で構成されている。

この内，農林水産政策研究所が担当するのは以下の 5課題である。

Ⅱ-１-（３）- ①「先進国における農村活性化の要因と農村振興政策に関する分析」

Ⅱ-１-（３）- ②「農村振興政策における政策形成の比較分析」

Ⅲ-１-（１）- ①「農村の社会経済変動がもたらす土地等地域資源利用の変動予測」

Ⅲ-１-（１）- ②「地域活性化指標の策定と地域診断手法の開発」

Ⅲ-２-（１）- ⑤「高齢者福祉施設を核とした活性化メカニズムの解明」

＊正式プロジェクト名「農村経済活性化のための地域資源の活用に関する総合研究」．

千葉　修�

プロジェクト研究の 紹 介�

農村経済活性化に関する総合研究＊�
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２．研究の主な成果の紹介

以下は，当プロジェクト研究で政策研が担当する課題に関わる事務局が，既発表の成果

や毎年度の「推進評価会議」資料等から適宜抜粋・再構成したものである（〔 〕は後掲の

文献番号を示す）。

（１） 農村政策の一例としてのニッチ市場戦略（〔１〕，〔２〕）

農村振興（開発）政策の課題は多々あるが，ここでは欧米の経験も踏まえた商品（地域

特産物）・サービス（ツーリズム等）の市場開発をとりあげる。第１表に示すように，農

村地域は自然資源，伝統・文化，環境・アメニティの特性を活かした商品・サービスを生

産する資源を有している。

成否のカギはマーケッティング調査と販売戦略であり，ニッチ市場の開拓も有力な選択

肢である。この戦略は，商品の差別化と市場の細分化により，マーケットシェアを確保し

ようとするものであるが，市場が特殊であるだけに消費者の嗜好の変化やコピー商品の出

現に脅かされやすいという問題がある。

何よりも重要なのは民間の起業家精神が十分に発揮されることであるが，公的機関には，

市場を歪曲しない範囲で，商品・サービスに対するラベリングや生産方法・使用材料に対

する認証制度の確立や，広告や展示による支援が期待される。

第１表　農村地域におけるニッチ商品とサービス

資料：〔1〕『農総研季報』P.47 より引用．

商　　品

（1）付加価値のある農作物，およ

び海，川，森の農村資源を利用

した商品

●高品質の果物，野菜，きのこな

どの農産物や林産物
●伝統的な技術によるチーズ，ワ

イン，燻製
● 有機栽培による農産物
●希少な植物による薬草など

（2）伝統的な文化，技術，祭等に

関連した商品

●陶器などのクラフト
●手作りの刺繍，玩具

●伝統的な玩具，食器，絨毯など

（3）質の高い自然環境を有する農

村地域がもたらす商品

●穏やかな気候，景観など研究セ

ンターやハイテク企業などの移

転をもたらす環境
●ローカルエネルギー，ミネラル

ウォーターなどの原材料となる

希少な資源

サービス

（4）ツーリズムやレクリエーショ

ンなど農村の自然資源を利用し

たサービス
●伝統的な民宿
●ハイキング，スキー，魚釣り，

カヌーなどのガイド
●地方色豊かな料理を提供するレ

ストラン

●ホリデー・ファーム
●エコ・ミュージアムなど

（5）農村の伝統・文化，遺産を利

用したサービス

●地方のミュージアム
●地方の慣習や祭り
●歴史的な記念碑や水利構造物の

公開
●伝統的な建築物の公開など

（6）農村の環境やアメニティを市

場化したサービス

●ホリデー・ビレッジやレストハ

ウス
●ヘルス・フィットネスセンター
●宿泊施設を備えた会議・研修セ

ンターなど

自然資源 伝統・文化 環境・アメニティ
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（２） フランスにみる農業直接支払制度と地方自治体（〔３〕，〔４〕）

フランスの新農業基本法（1999 年）の要は，農業者に対する新たな直接支払い制度と

なる CTE（経営地方契約）である。これは，政府と農業者が，営農行為による「社会・

経済」（雇用の創出，農産物の品質向上等）と「環境・国土保全」（水質・土壌の改善，生

物多様性の保全等）の二分野での効果の実現と補助金の給付とを契約するシステムである

（第１図）。その特徴は，農業・農村の地域的個性に応じた地方自治体の裁量を大幅に認め

ること，農業者以外の社会各層代表も含めた県農業基本委員会で農業の多面的機能を評定

することに求められる。CTE は，これまでの農業者に対する様々な助成金を統合し，補

助金政策を簡素化することを将来のねらいとしている。

また，CTE 制度は，環境保全や農産物の付加価値化等を検討する段階で地域の「共同

取組み」を重視しており，日本の中山間地域等直接支払制度における集落協定との類似面

を有する。フランスの基礎自治体である農村コミューン（町村）は，約 3 万 6 千存在し，

うち 2,000 人未満のものが 9割を占める。その合併は，政策的推進にもかかわらず進展し

ておらず，地域振興政策は広域連合体を重層的に組織しつつ実施されている。

（３） わが国の農地資源の変動予測（〔５〕）

農村地域の基礎資源たる農地の将来変動を予測するため，農業所得・農村人口・農産物

価格・農業労働力の高齢化等の要因が農地の農外転用や耕作放棄地化に与える影響につい

てモデルを構築し，過去約 20 年間の都道府県別パネルデータによって計測した。シナリ

オとして，地域経済および農産物価格がそれぞれ堅調を保つか低迷するという四つの組み

合わせで考察すると，2015 年の総農地面積は 4,200 ～ 4,308 千 ha，減少率で 13.7 ～ 15.9 ％

の間で推移すると予測された（第２表）。地域ブロック別には，耕作放棄地発生率が高い中

1．社会・経済分野の契約事項�
雇用の創出，農産物の品質向上，動物福祉の改善，�
所得機会の多角化（ルーラルツーリズム等），販路�
の多角化（自家販売等）・・・�

2．環境・国土保全分野の契約事項�

農業者はそれぞれの契約事項から少なくとも�
１項目以上選択�

農業者が組織的に実施す�
る場合にはボーナスあり�

水質改善・汚染防止，灌漑利用の軽減，土壌流亡の�
防止，肥沃度の改善，生物多様性の保全管理，景観�
の保全管理，自然災害の防止・・・�

資料：〔4〕『農業経済研究成果情報』P.23より引用．�

契約申請�

第１図　CTE契約事項に関する原則�

農林水産政策研究所 レビュー No.6
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国・四国地方において，農地減少率も 30 ～ 38 ％と高くなる傾向を明らかにした。農地減

少の要因でみると，農外転用による減少よりも，農産物価格の低迷による耕作放棄の増大

が深刻となっている。

（４） 農山村地域の活力の測定（〔６〕）

地域の活性化状況を示す指標（市町村別データ）を各種の統計調査結果（国勢調査，工

業統計，事業所統計，商業統計，農林業センサス等）から収集・加工するとともに，これ

ら指標を，「定住」，「地域経済」，「農業」，「林業」の四つのカテゴリーに集約して体系化

を図った（第２図）。

都市的地域を除く全国の 2,513 市町村について主成分分析を実施し，農業および林業活

性度を求めた後，「農業活性型市町村」と「林業活性型市町村」の関係を分析した。第１

主成分得点（総合的な活性度）により市町村を 4段階に区分し（得点「0.5 以上：A（a）」，

「0～ 0.5 ： B（b）」，「0～ - 0.5 ： C（c）」，「- 0.5 以下：D（d）」），活性化状況をクロスさせ

て市町村数をみると，Aa タイプの市町村数は僅か 29（1.2%）であり，Ab，Ba，Bb の 3

タイプを加えた「農林業活性型市町村」全体でも 277（11.0 ％）に過ぎない（第３表）。

また，これら市町村を農業地域類型別にみると，約半数が中間農業地域の市町村であり，

特にAa，Ba といった林業活性度の高いタイプにおいて高い割合を占める。なお，平地農

業地域は農業活性化状況がAまたは Bの市町村割合が 65.4 ％と極めて高いが，他方これ

ら「農業活性型」に占める「農林業活性型」の割合を見ると，中間農業地域が 42.3 ％，

山間農業地域が 32.4 ％であるのに対し，平地農業地域では 22.2 ％と低い。

なお，以上は農業： 1995 年センサス，林業： 1990 年センサスのデータに基づくもので

あり，現在 2000 年農林業センサスおよび他の統計も最新データに更新し，再度分析を進

めているところである。

第２表　2015 年の予測農地面積（全国）

田 畑 総農地面積

シナリオ１ 2,343 1,951 4,293

（地域経済，農産物価格堅調） 14.0 ％ 14.1 ％ 14.0 ％

シナリオ２ 2,297 1,918 4,215

（地域経済，農産物価格低迷） 15.7 ％ 15.5 ％ 15.6 ％

シナリオ３ 2,291 1,909 4,200

（地域経済堅調かつ農産物価格低迷） 15.9 ％ 15.9 ％ 15.9 ％

シナリオ４ 2,349 1,960 4,308

（地域経済低迷かつ農産物価格堅調） 13.8 ％ 13.7 ％ 13.7 ％

資料：〔5〕『農業経済研究成果情報』P.21 より引用．
注．上段が面積（千 ha），下段が減少率（1996 年/2015 年）．
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第３表　農業および林業活性化状況別にみた市町村数�
（単位：市町村，％）�

林
業
活
性
化
状
況�

農業活性化状況�

Ａ�

〈0.5以上〉�

ａ�

〈0.5以上〉�

29�

1.2

87�

3.5

119�

4.7

208�

8.3

242�

9.6

199�

7.9

164�

6.5

251�

10.0

274�

10.9

155�

6.2

120�

4.8

163�

6.5

145�

5.8

470�

18.7

445�

17.7

733�

29.2

865�

34.4

42�

1.7

111�

4.4

204�

8.1

656�

26.1

888�

35.3

583�

23.2

2,513�

100.0

386�

15.4

Ｂ�

〈0～0.5〉�

ｂ�

〈0～0.5〉�

Ｃ�

〈－0.5～0〉�

ｃ�

〈－0.5～0〉�

Ｄ�

〈－0.5以下〉�

ｄ�

〈－0.5以下〉�

計�

計�

　資料：第２図に同じ．�
　注．Ａ（ａ）～Ｄ（ｄ）の分類は，それぞれの第１主成分得点により区分した．�
　　　なお，網掛け部分が「農林業活性型」市町村を示す．�

地域活性度�
（総合）�

社会経済�
活 性 度�

定　住�
活性度�

定住活力�
水　準�

定　住�
将来性�

経　済�
活性度�

農　業�
活性度�

林　業�
活性度�

農 林 業�
活 性 度�

第２図　活性化状況の把握のための指標体系と基礎データ�

資料：〔6〕『交付金プロジェクト研究「農村経済活性化」平成13年度推進評価会議資料』P.43より引用．�

〈基礎データ〉�

①幼年人口率�
②青年人口率�
③青壮年女性比率�
④従属人口指数�
⑤老年化指数�
⑥世帯員／世帯数�

⑦人口増減率（前期）�
⑧人口増減率（今期）�
⑨幼年人口増減率�
⑩従属人口指数動向�
⑪老年化指数動向�
⑫世帯員数動向�

経済活力�
水　準�

地域経済�
発展性�

①課税所得額／人口�
②事業所数／人口�
③工業出荷額／人口�
④商店販売額／人口�
⑤３次産業就業率�
⑥財政力指数�

⑦課税所得額増減率�
⑧事業所数増減率�
⑨工業出荷額増減率�
⑩商店販売額増減率�
⑪３次産業人口増減率�
⑫財政力指数動向�

�農業活力�
水　準�

農業生産�
発展性�

①本業農家率�
②経営面積／農家数�
③60未満農就人口率�
④農業所得／農家数�
⑤労働生産性�
⑥上層農農地集積率�
⑦重世代家族経営率�

⑧農業粗生産額増減率�
⑨本業農家数増減率�
⑩耕地面積増減率�
⑪60未満農就人口増減率�
⑫１戸当農業所得増減率�
⑬労働生産性上昇率�
⑭上層集積農地増加率�

林業活力�
水　準�

林業生産�
発展性�

①人工林備蓄率�
②林業労働力密度�
③人工林伐採面積率�
④造林面積率�
⑤保育作業実施者率�

⑥用材販売林家率�
⑦人工林伐採面積増減率�
⑧造林面積増減率�
⑨保育作業者数増減率�
⑩用材販売林家数増減率�

農林水産政策研究所 レビュー No.6
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（５） 高齢者介護の農村的特徴（〔７〕，〔８〕）

高齢化が急速に進む農村において，介護のあり方は地域社会の安定化にとって最重要な

問題の一つである。介護保険実施（2000 年）以前では，以下のような特徴が確認された。

高齢者の保健福祉施設・サービスの資源賦存量を農業地域類型別にみると，保健（看

護・リハビリ等）と福祉（生活行動の支援）とで対称的であった（第４表）。在宅福祉施

設・サービスの賦存量は山寄りの地域ほど高いのに対し，在宅保健施設（ここでは老人保

健施設）の方は逆に都市寄りの地域ほど高い。

この地域差を生んだ理由として，以下の諸点が考えられる。①都市寄りの地域ほど医療

資源が充実するが，それと福祉資源は代替関係にあるのに対して，保健資源（老人保健施

設）は補完関係にあること。②山寄りの地域ほど地価が安いため，福祉施設・サービスの

運営主体である福祉法人を設立する条件である，施設用地の福祉法人への寄付がしやすい

こと。③山寄りの地域ほど雇用の場が少ないため，福祉施設・サービスのもつ雇用効果が

重視され，設立ニーズが強いこと。④平地農業地域では，家族介護力の備わる直系家族形

態が多く，福祉施設・サービスの利用ニーズが少ないため整備が遅れること，等である。

第４表　農業地域類型別の高齢者100人当り高齢者保健福祉施設・�
　　　　サービスの資源賦存量（平均値，1996年）�

農 業 地 域 類 型�
施 設 ・ サ ー ビ ス の 種 類�

特別養護老人ホーム定員� 人� 1.4 1.8

190.8

39.9

131.4

1.05

1.9

226.2

48.1

170.4

0.79

1.9

255.8

61.2

224.3

0.47

144.0

35.1

110.6

1.06

回�

回�

回�

人�

デ イ サ ー ビ ス 利 用 数�

シ ョ ー ト ス テ イ 利 用 数�
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農村地域において高齢者福祉事業の担い手として期待されるのは農協である。その取組

みが多くみられるのは，農協組織が大規模で職員を当業務に配置する余裕があり，また在

宅ケアを事業化する上で競争相手が比較的少なく，かつ地形が平地のため移動ロス等の非

効率性を免れる農村地帯である。

なお，介護保険実施後の介護サービス事業の展開と利用の実態については，都市と農村

の比較調査を現在取りまとめ中である。デイサービス・デイケアの農村部での普及，事業

経営主体における営利法人（都市）・社会福祉法人（農村）の優越といった特徴が見られ

る（第３図）。

（注）当プロジェクト研究は，二つの系（「Ⅰ．地域資源の高度活用技術の開発」「Ⅱ．地域資源の持続的活用のため

の地域計画手法の確立」），33 の小課題から成り，旧農業総合研究所は「地域資源管理組織の活性化対策及び再編

方向の解明」の 1課題を担当した。現行プロジェクト研究への組み替え前の研究成果として，村松功巳ほか「中

山間地域における地域資源管理組織の現状と課題（その１）」（『農総研季報』38，1998 年 6 月），江川章ほか「中

山間地域における地域資源管理組織の現状と課題（その２）」（同誌 39，1998 年 9 月），村松功巳ほか「中山間地

域における遊休農地の利活用に関する現状と課題」（同誌 43，1999 年 9 月）がある。
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